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第１編 総 論

第１章 町の責務、計画の位置づけ、構成等

町は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務にかんがみ、国民の保護のため

の措置を的確かつ迅速に実施するため、以下のとおり、町の責務を明らかにすると

ともに、町の国民の保護に関する計画の趣旨、構成等について定める。

１ 町の責務及び町国民保護計画の位置づけ

( ) 町の責務1
町（町長及びその他の執行機関をいう。以下同じ ）は、武力攻撃事態等におい。

て、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下「国民保

護法」という ）その他の法令、国民の保護に関する基本指針（平成 年 月閣議。 17 3
決定。以下「基本指針」という ）及び県の国民の保護に関する計画（以下「県国。

民保護計画」という ）を踏まえ、町の国民の保護に関する計画（以下「町国民保。

護計画」という ）に基づき、国民の協力を得つつ、他の機関と連携協力し、国民。

の保護のための措置（以下「国民保護措置」という ）を的確かつ迅速に実施し、。

その区域において関係機関が実施する国民保護措置を総合的に推進する。

( ) 町国民保護計画の位置づけ2
町は、その責務にかんがみ、国民保護法第３５条の規定に基づき、町国民保護計

画を作成する。

( ) 町国民保護計画に定める事項3
町国民保護計画においては、その区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関す

る事項、町が実施する国民保護措置に関する事項等国民保護法第３５条第２項各号

に掲げる事項について定める。

２ 町国民保護計画の構成

町国民保護計画は、以下の各編により構成する。

第１編 総論

第２編 平素からの備えや予防

第３編 武力攻撃事態等への対処

第４編 復旧等

第５編 緊急対処事態への対処
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３ 町国民保護計画の見直し、変更手続

( ) 町国民保護計画の見直し1
町国民保護計画については、今後、国民保護措置に係る研究成果や新たなシステ

ムの構築、県国民保護計画の見直し、国民保護措置についての訓練の検証結果等を

踏まえ見直しを行う。

町国民保護計画の見直しに当たっては、三郷町国民保護協議会（以下「町国民保

護協議会」という ）の意見を尊重するとともに、広く関係者の意見を求めるもの。

とする。

( ) 町国民保護計画の変更手続2
町国民保護計画の変更に当たっては、計画作成時と同様、国民保護法第３９条第

３項の規定に基づき、町国民保護協議会に諮問の上、知事に協議し、町議会に報告

し、公表するものとする（ただし、武力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律施行令（以下「国民保護法施行令」という ）で定める軽微な変更。

については、町国民保護協議会への諮問及び知事への協議は要しない 。。）
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第２章 国民保護措置に関する基本方針

町は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するに当たり、特に留意すべき事項に

ついて、以下のとおり、国民保護措置に関する基本方針として定める。

( ) 基本的人権の尊重1
町は、国民保護措置の実施に当たっては、日本国憲法の保障する国民の自由と権

利を尊重することとし、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、そ

の制限は必要最小限に留め、公正かつ適正な手続の下に行う。

( ) 国民の権利利益の迅速な救済2
町は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て又は

訴訟その他の国民の権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に処理するよう

努める。

( ) 国民に対する情報提供3
町は、武力攻撃事態等においては、国民に対し、国民保護措置に関する正確な情

報を、適時に、かつ、適切な方法で提供する。

( ) 関係機関相互の連携協力の確保4
町は、国、県、近隣市町村並びに関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関と

平素から相互の連携体制の整備に努める。

( ) 国民の協力5
町は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認めると

きは、国民に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合において、町は

要請に当たって強制にわたることがないよう留意し、国民は、その自発的な意思に

より、必要な協力をするよう努めるものとする。

また、町は、消防団及び自主防災組織の強化・活性化、ボランティアへの支援に

努める。

( ) 高齢者、障害者等への配慮及び国際人道法の的確な実施6
町は、国民保護措置の実施に当たっては、高齢者、障害者その他特に配慮を要す

る者の保護について留意する。

その他、日本に居住し、又は滞在している外国人についても、憲法第３章におけ

る国民の権利及び義務に関する規定が、その性質上外国人に適用できないものを除

き外国人にも適用されるものと解されており、武力攻撃災害から保護すべきことに

留意する。

また、町は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において
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適用される国際人道法の的確な実施を確保する。

( ) 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重7
、 、町は 指定公共機関及び指定地方公共機関の国民保護措置の実施方法については

指定公共機関及び指定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に即して自主的に判断

するものであることに留意する。

( ) 国民保護措置に従事する者等の安全の確保8
町は、国民保護措置に従事する者の安全の確保に配慮するものとする。

また、要請に応じて国民保護措置に協力する者に対しては、その内容に応じて安

全の確保に配慮する。

( ）地域防災計画等の既存計画により構築された仕組みの活用9
町は、武力攻撃災害への対応と自然災害への対応には共通する点も多くあること

から、国民保護措置の的確かつ迅速な実施を確保するため、地域防災計画等既存の

計画により構築された仕組みを最大限に活用する。

このため、国民保護措置を実施するための組織・体制の整備、物資及び資材の備

蓄・整備、訓練の実施に当たっては、災害対策基本法に基づく災害対策との有機的

な連携に配慮する。
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第３章 町の事務又は業務の大綱等

町は、国民保護措置の実施に当たり関係機関との円滑な連携を確保できるよう、

国民保護法における町の役割を確認するとともに、関係機関の連絡窓口をあらかじ

め把握しておく。

○町の事務又は事務の大綱

１ 国民保護計画の作成

２ 国民保護協議会の設置、運営

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営

４ 組織の整備、訓練

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の調整その他の

住民の避難に関する措置の実施

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置

の実施

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の

国民の保護に関する措置の仕組み国民の保護に関する措置の仕組み
国 （対策本部）

・警報の発令

都道府県 （対策本部） 市町村 （対策本部）

・警報の市町村への通知 ・警報の伝達(サイレン等を使用)避

難

・避難住民の誘導
（避難実施要領の策定）
消防等を指揮、警察・

自衛隊等に誘導を要請

・救援

是正

是正

・避難の指示

（避難経路、交通手段等）

・救援に協力

・避難措置の指示

（要避難地域、避難先地域等）

・救援の指示

・避難の指示の伝達指示

指示救

援

・ 食品、生活必需品等

の給与
・ 収容施設の供与

・ 医療の提供等

住

民

（
協

力
）

指示
・武力攻撃災害の防御

・応急措置の実施 ・応急措置の実施
・大規模又は特殊な武力攻撃災害
（ＮＢＣ攻撃等）への対処

総合調整の要請

・武力攻撃災害への対処の指示
（消防庁長官による消防に関する指示）

・消防

措置の実施要請

総合調整の要請

措置の実施要請

総合調整総合調整・対策本部における
総合調整

・対策本部における
総合調整

・対策本部における
総合調整

指示

・生活関連等施設の安全確保

武
力
攻
撃
災
害
へ
の

対
処

・国民生活の安定

指定公共機関
指定地方公共機関

・放送事業者による警報等の放送 ・日本赤十字社による救援への協力

・運送事業者による住民・物資の運送 ・電気・ガス等の安定的な供給

警戒区域の設定・退避の指示警戒区域の設定・退避の指示

・緊急通報の発令

国、地方公共団体、指定公共機関等が相互に連携

※防災行政無線､公共ネットワーク、衛星通信等を活用するとともに､情報伝達システムの改善に向けた検討､整備に努める
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武力攻撃災害への対処に関する措置の実施

８ 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実施

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施

○関係機関の連絡先 （資料編参照）
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第４章 町の地理的、社会的特徴

町は、国民保護措置を適切かつ迅速に実施するため、その地理的、社会的特徴

等について確認することとし、以下のとおり、国民保護措置の実施に当たり考慮

しておくべき町の地理的、社会的特徴等について定める。

( ) 地形1
町は、奈良県の北西部に位置し、東は斑鳩町、西は大阪府八尾市及び柏原市、南

は大和川を境に王寺町、北は平群町と接している。

地形の特徴としては、大別して①山地②丘陵地③台地④低地に分類される。

①山地

町の西部は、奈良県と大阪府の府県境となる山地であり、生駒山地の南部に位

置する。地質は、領家複合岩類の花崗岩類、塩基性岩類、及び片麻岩類から構成

されている。山地は全般的に緩傾斜であるが地表部は風化が著しく、急傾斜部で

は表層崩壊が発生しやすい。標高は４８０～１５０メ－トルである。

②丘陵地

生駒山地の山麓部には丘陵地が発達しており、宅地造成が進んでいる。地質は、

領家複合岩類を砂、粘土の互層より構成される大阪層群砂礫層が薄く覆っている。

大阪層群砂礫層の層厚は１０メ－トル前後であるが、宅地造成によりほぼ平坦化

されている。標高は１５０～７０メ－トルである。

③台地

丘陵地に続いて台地が広がっており、丘陵地のほぼ全域が住宅地となっている。

地質は、領家複合岩類を覆う大阪層群砂礫層の上に更に沖積層が覆っている。立

野北地域では、台地と丘陵地の境が東北東から西南西に延びる急崖となっている。

標高は、８０～４０メ－トルである。

④低地

主に信貴川が大和川に合流するあたりに形成されており、大和川の沖積平野で

ある。地質は、砂質土主体の沖積層が３メ－トル程度堆積し、以深は、層厚３メ

－トル前後の砂及び砂礫より構成される段丘層と大阪層群から構成されている。

一般に、この低地部は王寺低地と称されている。この王寺低地は、北方の生駒山

地～矢田丘陵、南方の明神山地～馬見丘陵などに囲まれた袋状の小盆地である。

( ) 気候2
気候は、盆地型の内陸性気候であり、夏は蒸し暑く、冬は冷え込みが厳しい。

年平均気温は約１５℃で、月別最高気温の年平均は約２０℃、最低気温の年平均

は約１０℃となっている。年間総雨量は約１，０００ミリで月別では９月が１９

２ミリで最も多く、１月が３０ミリで最も少ない。
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( ) 人口分布3

地区別人口及び世帯 （平成２１年４月１日現在）

所 在 世 帯 人 口

立野北 １，７０６ ４，２２１

立野南 １，７３９ ３，８１７

大字勢野、勢野西 ５２３ １，３３３

勢野東 ９０７ ２，２４３

勢野北 ４６９ １，２７０

信貴ヶ丘 ５４０ １，２５１

東信貴ヶ丘 ５４４ １，４５８

三室 ５９１ １，４９２

夕陽ヶ丘 ２７５ ７０８

美松ヶ丘 ８５０ ２，０９９

大字南畑

信貴南畑 ２３９ ４１５

信貴山東・西

城山台 １，０４７ ２，７２２

外国人登録 ８５ １５２

合 計 ９，５１５ ２３，１８１

（単位：人）

年齢別人口の推移 （平成２１年４月１日現在）

区 分 男 女 合 計

０～ １０ １，１９１ １，０９４ ２，２８５

１１～ ２０ １，０３２ １，０１８ ２，０５０

２１～ ３０ １，２４７ １，３７４ ２，６２１

３１～ ４０ １，７０１ １，７５８ ３，４５９

４１～ ５０ １，３３４ １，３７４ ２，７０８

５１～ ６０ １，４４３ １，７０５ ３，１４８

６１～ ７０ １，６８２ １，７４９ ３，４３１

７１～ ８０ ９７７ １，２７１ ２，２４８

８１～ ９０ ３７８ ６５６ １，０３４

９１～１００以上 ５０ １４７ １９７

合 計 １１，０３５ １２，１４６ ２３，１８１

※人口密度 ２，６３４人／平方キロ （単位：人）
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（４）道路の位置等

幹線道路としては、町の東方に王寺町～三郷町～斑鳩町へ南北に延びる国道２５

号、王寺町～三郷町～平群町へ南北に延びる県道椿井王寺線、町の東西を貫通して

斑鳩町～三郷町～大阪府柏原市へ延びる県道信貴山線、町の南東を貫通して王寺町

。 、～三郷町～斑鳩町へ延びる県道王寺三郷斑鳩線がある この他の幹線道路としては

西方に大阪府柏原市～三郷町～平群町へ南北に延びる西和広域農道、三郷町～平群

町へ南北に延びる有料道路の信貴生駒スカイラインがある。また、前記の幹線道路

を町内で結ぶ都市計画道路川添線、信貴山麓線、勢野中環状線、矢倉谷線及び竜田

線等がある。

（５）鉄道、バス路線の位置等

鉄道は、ＪＲ西日本大和路線が大和川沿いを東西に延びており、近畿日本鉄道生

駒線が西方を南北に縦貫している。また、ＪＲ西日本大和路線には立野地区に「三

」 、 「 」 「 」郷駅 があり 近畿日本鉄道生駒線には勢野地区に 信貴山下駅 と 勢野北口駅

がある。

バス路線は 「近鉄信貴山下駅」と「ＪＲ三郷駅 「近鉄信貴山下駅」と「三室、 」、

園東口 「ＪＲ三郷駅」と「三室園東口 「ＪＲ三郷駅」と「奈良産業大学」及び」、 」、

町内巡回バス等の路線がある。
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第５章 町国民保護計画が対象とする事態

町国民保護計画においては、以下のとおり県国民保護計画において想定されてい

る武力攻撃事態及び緊急対処事態を対象とする。

１ 武力攻撃事態

町国民保護計画においては、武力攻撃事態として、県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。

なお、基本指針においては、以下に掲げる４類型が対象として想定されている。

① 着上陸侵攻

② ゲリラや特殊部隊による攻撃

③ 弾道ミサイル攻撃

④ 航空攻撃

※ これらの４類型の特徴及び特殊な対応が必要となるＮＢＣ攻撃（核兵器等又は生

物剤若しくは化学剤を用いた兵器による攻撃をいう。以下同じ ）の特徴等につい。

ては、基本指針に記述。

２ 緊急対処事態

町国民保護計画においては、緊急対処事態として、県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。

なお、基本指針においては、以下に掲げる事態例が対象として想定されている。

( ) 攻撃対象施設等による分類1
① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態

原子力事業所等の破壊、石油コンビナ－ト・可燃性ガス貯蔵施設等の爆破、

危険物積載船への攻撃、ダムの破壊

② 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態

大規模集客施設・駅等の爆破、列車等の爆破

( ) 攻撃手段による分類2
① 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる事態

ダーティボム等の爆発による放射能の拡散、炭疽菌等生物剤の航空機等によ

る大量散布、市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布、水源地に対する毒

素等の混入

② 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等が行われる事態

航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ、弾道ミサイル等の飛来

※ 上記の事態例の特徴等については、基本指針に記述。


